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富山県砺波市における商業の変化について
柳 井 雅 也
1.はじめに一市制施行前の砺波市の商業-
1649(慶安2)年に市場町として町立てしてから出町 (杉木新)へ集って来
た戸数は1872年には276戸になっていた｡町立て以来行なわれていた3と9の
いち
市も享保のころ (町立てより約70年後)には定着した商業の町に発達していた
と推定されている｡
藩制時代には米屋 ･米仲買 ･酒屋 3人 ･布屋2人 ･尿物屋 (肥料商)4人 ･
綿屋2人 ･茶屋 1人 ･豆腐屋 ･池屋 ･ろうそく屋3人 ･質屋7人 ･古道具屋5
人 ･薬屋6人 ･宿屋9軒 ･牛馬売買人1人 ･大工棟梁2人などの町屋であった｡
その大部分は周辺の新開農村を相手とする交易市場の性格の強い市場町だった
ようである｡
1945(昭和20)年頃は,砺波市の商店街は出町を中心として,旧村部の辻な
どにそれぞれ日用品店を主とする5-6軒単位の小商店街が分散立地していた｡
このうち出町では,衣料 (配給),酒屋,雑貨,文房具,化粧品,石鹸などの
店から構成されていた｡当時は戦後の混乱が残り,まだ闇品が横行していた時
代だった｡しかし昭和23,24年頃より様々な商品が出回るようになった｡当時,
乗り物は酒屋が持っている程度で,それもオート三輪,スクーター,自転車に
エンジン付きが主であった｡
1951年頃になると1日2往復のバスが走るようになり,近隣から客が訪れる
ようになった｡このため商店会 (中町優良店会,東町商栄会,西町商店会,南
商店会,桜木町商盛会)では,年末年始や中元大売り出しを企画し,客を招待
(庄川温泉)したり,宣伝と町のにぎわいを出すため道路上に行燈を取り付け
-159(159)-
たりして大いに繁盛していた｡
この砺波市について,市制施行後における商業の展開過程を検討するのか本
稿の目的である｡表 1のように砺波市の商業は商店数で1982(昭和57)年の
766をピークに減少傾向にある｡一方で,従業員数は1999年の3496人まで増加
傾向にある｡同様に年間商品販売額は1994年の約1290億円をピー クに減少に転じ
ている｡1999年現在の砺波市の商業は,商店数と年間商品販売額は減っているの
に従業員数は増え続けていることが指摘できる｡このような現象がおきるのはなぜ
かを砺波市商業の展開過程の中で明らかにしていきたい｡そのため商業従事者,
商工会議所,砺波市役所などで,資料収集とヒアリングを行った｡以下はそれ
らをもとに検討を行ったものである｡
表1 砺波市の商業の推移
(単位 :万円)
商店数 従業員数 年間商品販売額
19546 61958 1,402 120,9648 84 351
1960 618 1,336 158,111
1962 620 1,450 190,344
1964 619 1,522 293,563
1966 697 2,010 446,282
1968 659 1,886 528,871
1970 684 2,140 772,4883,11132
1972 688 2,083
4 703 213
1976 755 2,474 5,681,552
1979 741 2,437 7,335,623
1982 766 2,661 8,697,353
1985 726 2,648 10,623,007
.1988 742 2,988 ll,537,951
1991 713 2,963 12,790,810
1994 673 3,002 12,903,369
1997 627 3,064 12,752,421
(注)1.-は不明｡
2.未掲載の年次は未調査を示している｡
(出所)『統計となみ』各年版と市勢要覧より作成｡
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2.砺波市の誕生と商店街の発展
(1)商店街の形成
1954(昭和29)年に砺波市が市制を施行し,砺波商工会議所 (前身 ;出町商
工会)ができた (図1)｡そして配給や闇市を脱して徐々に商品が出回るよう
にもなり,街中では軽四自動車が走るようになった｡1956年には,東商栄会の
メインストリートにはネオンアーチが設置され,夜の商店街に都会的なムード
が出た｡1957年には出町の商業者が中心となって協同組合砺波商店会 (当時加
盟店210店)が結成された1｡
商店会発足時は共同で,中元大売り出し,年末年始大売り出し,共通商品券
の発行,チケット販売事業などが企画された｡その後,中元大売出しには歌謡
ショーへのご招待大会が実施されるようになり,これは昭和50年後半まで続い
た｡昭和36年の年末大売出しの景品には1等が電気オルガン (10本),2等電
気こたつ (15本),3等電気湯沸し (50本),その他4等から7等まで家庭日用
品が当るなど,空クジなしで買い物客の注目を集めていた｡そのため抽選福引
会場には長蛇の列ができ,町がにぎわっていた (図2)｡
1957年には,出町の朝市も復活した｡場所は出町小学校正面から西町五島書
店までで,毎月3,13,18,23,28の計6回,早朝から午前7時まで開かれる
ようになった｡
1958年に商店数は684になり,そのうち食料品店が240(35.1%)と多かった
が,県平均42.5%と比較すればけして高い値ではなかった｡これは,砺波市に
は野菜などを自給する農家が多く,販路が限られていたためである｡ また経営
組織も個人経営が圧倒的だった｡飲食店は大工場に近い南町,中神町,新町あ
たりに集中し,パチンコ,劇場なども駅に近い南町にあった｡客筋は市内の工
場,官公庁を主としていた｡
この時期は市街地に234店の商店があり,周辺農村部の244店とほぼ同数だっ
た｡これに飲食店を加えると市街部がいくらか多かった程度である｡ 市街地で
商店が最も密集していたのは両町と東町だった｡農村部では太田,般若 (主と
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図 1 砺波市の概要
?
?
???????
(出所)『統計となみ』(平成12年版)より｡
図2 出町周辺概要図 (昭和36年)
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して安川) ･栴檀野だった｡扱い商品としては,家具 ･時計 ･呉服 ･洋服店の
ような買いまわり品に関しては,西町,中神町,桜木町,両町が多く,砺波荷
周辺の農村部では日常生活品を商っていた2｡
このように砺波市の商圏は周辺の農村にひろかっていた｡特に庄東 (太田･
般若 ･栴檀野)方面や,婦負郡の山田,音川などへもひろがっていた｡その理
由は,安川経由三谷 ･寺尾行きバス開通が大きいといわれている｡しかし,バ
スや城端線によって高岡市と密接に結びつくようになると,次第に砺波市が高
岡市の商圏に組込まれていった｡1958年には,砺波市在住者の8%が高岡市で
買い物をし,このうち高級衣料や贈答品などは2割を高岡市が占めていた｡高
岡市の商圏拡大は地元で週末を楽しむ人々が減ることを意味していた｡このた
め1961年には2館あった映画館のうち1館が廃業している｡
(2)スーパー経営と市街地の拡大
1960(昭和35)年には,砺波市商工センターが建設された｡またとれと相前
後して全国的に流行したスーパー形式による商店経営もはやりだし,砺波市に
もできるようになった｡
食品小売からスーパーとなって成長した丸園や,食料品小売から卸屋となっ
てスーパーになった三輪スーパー,それに呉服屋から総合衣料品店になった五
春が,大阪から進出した食料品スーパーのKマー ト (砺波スーパー),衣料店
の トー カマー トなどがそれである｡ 特に五春にあっては広く砺波広域圏 (白川
郷含む)から多くの買い物客を呼んでいた｡また,シャープ砺波電化センター
などのように,中央の直営販売店が進出し,これらが日用買い回り品を比較的
安い値段で販売するようになって客の人気を得るようになっていた｡
一方,新富町,若草町,平和町,寿町などのバイパス周辺,市街の北部,栄
町の国道沿いには新しい商店ができつつあった｡これらは主として電気 ･ミシ
ン･自動車関連部門が立地していた｡バイパス周辺では日本石油などのガソリ
ソスタンドをはじめとして,北陸電気工事㈱砺波営業所 (1954)富山三菱㈱砺
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波営業所 (1966)が進出し,広上町にあった富山日産自動車㈱砺波営業所
(1969)がバイパス沿いに移転してきた｡
1964年11月には,砺波市役所が現在の栄町に移転して,それ以来市街地は高
岡市方面へ伸びるようになった｡市役所周辺には,1966年に日産サニー富山が,
1968年にはいす ゞ自動車砺波営業所 (バス･トラック修理販売)が立地した｡
その後,市役所前にはドライブイン,ターミナル,米原商事,朝日生命保険会
社など商業集積が進んだ｡
(3)商業振興と市街地整備への要望
1960(昭和35)年には砺波都市計画道路東回り線が開通した｡沿線に家屋や
店舗が建ちはじめた1961年になると,協同組合砺波商工会が砺波商店会の整備
に乗りだした｡これは出町の中心街は東西砺波の中心にあたり,市街地が南北
1.6kmに連なっているのに,その幅員が平均3.6mしかなかったためである｡そ
の上,随所に電柱が道路にはみ出しているため,小型車でもすれ違いが難しい
状況にあった｡それを整備してバスが通れるようにしようというのか動機だっ
た｡そして同年,市と商工会議所が市街地道路の拡充整備,明粧化などの実現
を目的に砺波市市街地整備計画委員会を結成した｡また中印製紙本社工場敷地
(中神)を解放して,20戸による ｢横のデパー ト構想｣が計画された｡
1963年の正月は空前の豪雪となり,城端線が不通となった｡またトラックも
道幅が狭いことから油田までしか入れない事態となった｡このため各商店では
商売が出来なくなり,商品の仕入れもままならず休業状態に追い込まれた｡特
に長靴,ねぎ,イモの子,大根などが不足するなど,商業のみならず市民生活
にも大打撃を与えられた｡これを契機に道路拡幅など都市計画の必要性が求め
られるようになった｡
協同組合砺波商店会が1962年に行った買い物調査で ｢どこで買うかば｣は市
内 (出町42.3%,近所27.7%,農協20.1%)が90.1%だった｡市町村別では福
野,石動,戸出,砺中,高岡を合わせて9% (うち高岡2.2%)で,1959年の
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市内87.3%よりは市内で買う人が増えた｡しかし県が1961年に行った経営診断
では,商店街の中に非商店が多いことや,サービスの悪さ,商店の販売形態の
問題などが指摘されていた｡
1963年には,砺波市商工会議所市街地整備委員会が,都市計画によって中町
交差点を中心とする南北線の延長構想を発表していた｡そして中町の角にショッ
ピングセンター新設計画を明らかにした｡また,国鉄砺波駅の駅前広場から南
町三差路までの延長100mを幅員15m (うち両側歩道各3m)とするこ･とも発
表した｡1964年になると,協同組合砺波商店会は商店街整備特別委員会を設立
し,市街地整備に対応して防火建築体のショッピングセンターの建設を提案し
た｡1966年には市街地整備委員会が発展解消し,市街地改造を商業中心街の本
町十字路から着手し,デパート式の共同店舗を建てる案が浮上してきた｡
1963年頃は道路が狭いために,｢交通混雑のために落ち着いて買い物ができな
い｣などの問題がでていた｡砺波商工会議所は ｢狭い市街地の整備拡張を急ご
う｣というビラ1000枚を出町の住民を対象にまいた｡これに対して旧西町町内会
(現本町)が ｢16mの拡幅｣に賛成を届け出るなど,地域住民にも道路拡幅を巡
る都市計画問題がクローズアップされるようになった｡
(4)砺波市の商業構造と商業地区改造
1968(昭和43)年の 『商業統計』によれば,商店数は742(飲食店を含む)
で,砺波平野では小矢部市に次ぐ規模だった｡このうち一般卸売業が34戸でほ
ぼ 5%を占めていた｡小売業は,飲食料品小売業が225,家具 ･建具 ･什器等
が128,織物衣服身の回り小売業が110となっていた｡
市内各地域別の商店数は,出町市街地と周辺農村部の比率がおおよそ6:4
の割合だった｡市街地のうち商店がもっとも密集していたのは,市街部では表
町の旧南町と本町の旧東町だった｡農村部では太田,般若 (主として安川),
栴檀野だった｡家具 ･電気器具 ･時計貴金属 ･呉服 ･洋服店のような買い回り
品は,本町の旧西町,中央町の旧桜木町,表町の旧南町に多くあった｡農村部
の太田,安川などの商店は,日常生活必需品を扱う店が多かった3｡
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1968年に砺波商工会議所青年部が行った消費動向調査では,高岡市 (市外の
70.7%)などに客足が流れ,特に高級品は高岡で51.0%,砺波では31.9%と,
消費者流出が明確になっていた｡その理由として,各商店に商品が少なくサー
ビスや商品知識に乏しい,道路が狭く駐車など近代設備に遅れているなどの不
満が指摘されていた｡
それらに対応するためにも,1960年代には ｢ゴールデンスタンプ会 (現チュー
リップスタンプ･ブルーチップスタンプ会)｣が発足,年間を通してお買い上
げ100円毎にスタンプがサービスされ,商品の交換や温泉招待等が行われた｡
1969年には市街地都市改造 (12ha)がスター トした｡そして1973年には,
となみ駅前商店街振興組合 (両町商店会 :組合員99人)が設立された｡初代理
事長政中島政男 (カメラの光影杜代表),二代目理事長高島益之 (高島屋金物
店代表),三代目故古川有甫 (古川印刷所代表),四代目理事長荒木良一 (あら
き陶器店代表)や役員の佐野輿一郎 (佐野時計店代表)が歴任した｡
1970年になると砺波商工会議所は,小売商業団地の建設について,砺波市の
都市改造事業と並行して検討を開始した｡その理由は砺波市から福光町までは
古い家並みがならび,慢性的な交通ラッシュが続いていたためである｡さらに,
加能越バスは市街地混雑を避けるために同年 6月から井波,庄川線について経
路を変更し,また11月からは城端線もバイパス経由を予定していた｡市の都市
改造事業も出町地区での区画整理が難航していて,このままでは既存商店街の
商機減少が避けられなくなったためである｡ こうして貯余曲折の末,1975年に
共同店舗が着工した｡出町土地区画整理事業で難航が予想されていた駅前の表
町商店街共同店舗計画がまとまったのである｡ 共同店舗はとなみ駅前商店街振
興組合が中心となって,表町をABCの3ブロック3期に分けて計画が進めら
れた｡
特にA棟は表町通りが幅員16mになるので,それぞれ9m下がって建築され
た｡1階は各店を通路だけで仕切るセミフロア式,2,3階は住宅,店舗兼用と
なっていた｡鉄骨外部モルタルの準防火建築 (延べ1458m2)を予定していた｡
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このうち1億690万円が県の店舗近代化資金の融資を受け,8058万円が市の移
転補償だった｡
3.大型量販店の進出とその対抗
(1)大型量販店時代の幕開け
1972(昭和47)年になると大型量販店の進出がみられるようになった｡その
はじまりは,いとはん (金沢本社)の砺波進出表明だった｡砺波市商工会議所
会館が都市改造計画事業で国鉄砺波駅前に移転する予定があり,その地下 1階
から地上3階を借りて営業する計画だった｡
砺波商工会議所は一向に進まぬ市街地再開発のカンフル剤と考えていた｡し
かし,地元商店街の猛反対や用地確保で難航し,いとはんの駅前進出計画は白
紙撤回となった｡しかし1974年10月に,新富町にいとはん砺波ショッピングセ
ンター (現ジャスコ砺波店 :1万m2)がオープンした｡売場面積4476m2で,キー
テナントにいとはんが入り,一般テナント5店舗も入居した｡屋上は駐車場
(収容台数100台)になっていた｡これを機に砺波市には本格的な大型量販店の
進出時代を迎えるようになった｡
これと前後して,外から進出する大型量販店の動きに対抗して,地元商店街
の有志が,協同組合となみプラザ (以後,となみプラザ)を1972年に設立した｡
そのきっかけは,いとはんの進出計画に対し,当時砺波商店会常務だった家具
販売の鍋田と食料販売の五島,友治の3人が共同店舗を建てて創業したのがは
じまりである｡ 同74年8月30日,春日町に砺波市の大型店第一号として営業を
開始した｡
設立時は敷地6900m2の鉄骨コンクリー ト2階建て (一部 3階),総面積4960m2
の建物に入居者28店と,駐車場150台収容からスター トした｡資金は国の特定
高度化資金の第一号 (1974年)を利用した4億5000万円を無利子として活用し,
協同組合が運営するものだった｡経営は当初は順調で,大型店の成功例として
全国から多数の見学者があった｡こうして,その2ヵ月後にオープンしたいと
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はん砺波店をライバルに商戦をはじめた｡となみプラザは中小企業振興法に基
づく国,県の商圏と各店舗診断に合わせた綿密な事業計画を策定し経営実績を
伸ばしていった｡
このような大型量販店のあおりをくって,1975年に衣料デパート｢五春｣が
閉店した｡金融悪化と大型店との過当競争,無理な改装投資などから資金繰り
が悪化し閉鎖に追い込まれたのである｡
また同年,となみ駅前商店振興組合の西側共同店舗が完成した｡南町内の約
60m区間でカメラ,建具,インテリア,文房具,雨具,建材金物,医薬,化粧
品など,個人建築店舗を含めて15店舗が入居した｡市内における新旧交代は買
い物動向調査にも現れた｡1976年の砺波商工会議所の消費動向調査では,購買
地域は旧出町で46.6% (1971年47.1%),スーパー･大型店20.5% (同5.4%)と
なっている｡ このため砺波市と砺波商工会議所は旧出町の振興のため,1977年
に共同で駐車場をつくる検討をはじめた｡
(2)相次ぐ大型量販店の進出計画
1977(昭和52)年に休業閉鎖中の北陵白山ボウル (砺波市五郎丸)を管理す
る日本製麻 (三島町)が,スーパーへの転身を名古屋通産局へ申請した｡同ボ
ウルは遊休物件として同社子会社の白山繊維の管理下にあった｡5月以降は名
古屋通産局へ係員を派遣して申請手続き (大規模小売店舗法第三条 ;建物関係)
を進める意向を持っていた｡
これに対し,砺波商工会議所の商業活動調整協議会は事前協議を踏まえて反
対を通告していた｡同協議会は,市の人口規模から考えて大型店 (店舗面積
1500m2以上)の進出は旧南町地域の商店に影響を与えると考えていた｡当時の
大型店舗の売り場面積は1m2当り4.3人で,魚津の3.3人に次いで大きく進出過
多といえる状況にあったからである4｡
それでも日本製麻は1978年2月にオープンを予定していたが,タイにある同
社90%出資の合弁ジュート会社 ｢サラブリ･ジュート･ミル｣(従業員1千人)
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の操業がストップしたことから,スーパーの目玉となっていた海外産物の買い
付けルートがなくなり,また地元の反対運動も激化したことから出店計画は中
止に追い込まれた｡
しかし同年,今度はユニーが砺波市に進出を表明した｡ユニーは日本製麻と
用地買収交渉 (三島町の富山工場社有地)を開始し,工場東側 1万6500m2を買
収する計画だった｡買収価格は3.3m2当り10万円,総額5億円でほぼ折り合いが
ついていた｡しかしその後,地元業者との共同出店など話し合いが続いたが,
合意に至らず当地へのユニー進出は立ち消えとなった｡
(3)大型量販店の拡張と競争激化
加越能バスは,砺波市街地通過の城端,津沢方面行きバスのコースを1978
(昭和53)年5月1日から変更し,いとはんジャスコ砺波店前の新富町バス停
を廃止した｡また,春日町にある,となみプラザ前にバス停を新設した｡市が
狭い本町十字路区域の都計工事に着手し,家屋移転にかかることから,交通安
全と工事の都合から加越能に要望していた (この計画完成後は旧コースに復帰)｡
これが2つの大型量販店の集客競争に拍車をかけた｡
また同年となみプラザは,業種の多様化を目指して店舗の増築と駐車場の拡
張を発表した｡それによると鉄筋コンクリー ト3階建て1650m2の店舗を増築し,
ここに10店のテナントを入れて36店にする構想だった｡これまで手薄だった呉
服,酒,肉,果物などについて地元業者を入れ,同店と県道を隔てた駐車場を
結ぶ陸橋を建設する構想だった｡しかしこの計画に対して,砺波商店会 (11商
店会加入)は砺波商業活動調整協議会に反対の要望書を提出した｡
いとはんジャスコ砺波店も商品売り場がジャスコ直営売り場となるために店
舗改装をおこなった｡そして同店裏にある中越レース工業が杉木の第二工場に
移転するのを機に,この跡地を買収して駐車場200台分のスペースを確保した｡
さらに同年末に,いとはんは北陸ジャスコと合併して,ジャスコ砺波店ショッ
ピングセンター (以後,ジャスコ砺波店)となった｡専門店もこれまでの8店
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に加えて書籍,カメラ,呉服,婦人ファッションなど16店舗になった｡
当初,となみプラザは,いとはんに対して7対3で集客優位だったとされる
が,営業戦略や商品構成の違いからやがて6対4でジャスコ砺波店優勢になっ
たといわれている (関係者聞き取りより)｡
(4)地元商店街による大型店への反対運動
地元商店街での買い物客減少に対して危機感を持った商店会は,1979(昭和
54)年に,となみプラザの店舗改装に再び反対した｡となみプラザ食料品業者
はテナントと隣接して経営するレストランを廃業して,食料品売り場 (330m2
の拡張)に改装するため,名古屋通産局に大規模小売店舗法に基づく許可申請
を行っていた｡これには砺波商工会議所の砺波商業活動調整協議会も法に触れ
ないとして同意していた｡しかし,砺波商店会では,商調協の1回の会合で同
意が決定した点を ｢現状認識に欠ける｣と問題視した｡このため砺波商工会議
所で大型店対策協議会とともに再度協議し,商店会側の商調協の再開要求に応
じて開かれた会合で継続審議を決定した｡
その結果,となみプラザの売り場拡張問題で,意見調整中の砺波商工会議所
(岩川毅会頭)は①商店街の都市改造が完了する1981年3月末まで拡張しない,
②申請を5割削減する｡ と ｢両論併記｣の結論を出した｡その後の調べで申請
書類にミスがあったのを,商工会議所や通産局も気づかずにいたこともわかった｡
通産局は ｢白紙にて再申請,再審議を｣と指導したが,となみプラザ側は取
り下げの意思がなく,これに対して商店会側も態度硬化させた｡しかし1979年
7月27日に,名古屋通産局は大規模小売店舗審議会東海地方部会を開き条件付
きで拡張を認めた｡その内容はとなみプラザに入居している2業者の増床につ
いて,食料品売り場は1980年4月から1年間は申請の半分の166m2,1981年4
月からは申請どおり332m2を認めるというものであった｡こうして,となみプ
ラザは10月末の完成を目指し,新築とあわせて816m2の増築工事ができるよう
になった｡2年間の売り場拡張にあわせて, 1階部分は食品売り場のレイアウ
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ト変更に使い,2階は催事場や集会場として利用されることになった｡
1980年に砺波商店会 (203店加盟)は,オスカー (資本金6千万円)の進出
にも反対し,オスカーに陳情をおこなった｡また県,砺硬市当局にも協力を要
請した｡オスカーは,砺波市新富町のジャスコ砺波店の隣りにあるチューエツ
工場跡 (買収価格 :約6億円)に出店を計画していた｡店舗は木材,建築金物,
エクステリア,電気,塗料,インテリア,カー用品などを扱う店である｡ 同年
2月に砺波商工会議所に計画を提出した｡これを受けて,砺波商店会の会議で
は出店反対が続出し,3月1日に開かれた商工会議所の議員総会に問題提起を
行う事態となった｡商店会には大型店対策委員会があるが,商工会議所には大
型店対策委員会がないことから,議員総会でこの間題が提起された｡またオス
カーの商圏と見られる福野,福光,城端,井波,庄川,小矢部,高岡など,他
の商工会議所や商工会などにも回って反対運動への協力を要請した｡同年4月
には,オスカーが砺波商工会館で地元説明会をおこなった｡これに対して,出
店反対の意見や ｢出町地区の土地区画整理事業による商業近代化が実現する5
年後まで待ってほしい｣などの意見がだされた｡
事実上の進出凍結に追い込まれたオスカーは1986年に再び進出表明をおこな
い,1987年2月に,砺波市商工会議所の商業活動調整協議会で承認された｡売
り場面積1650m2,従業員30人,うちパート,アルバイトは15人で8月にオープ
ンした｡このほか,となみプラザが事業主体となって立案されたD･Ⅰ･Yトナミ
も同年,となみプラザ向いの駐車場西側敷地に鉄骨平屋建てでオープンした｡
このような大型店の改装 ･進出の気運を受けて1980年には,くみあいマーケッ
トの18の支所購買部を持つ砺波市農協が店舗を改装した｡また年中無休にする
ことで大型量販店に対抗する経営姿勢に転じた｡もともと肥料,農薬が経営の
柱だったが,水田減反で需要が大きく落ち込んだことや,大型量販店の進出で
購買部離れが目立ち始めていたためである｡ また,枝肉の価格低下に悩む養豚
組合や転作作物の流通販路に悩む組合員に呼びかけて共販体制を整えるなど肉
だけでなく魚なども販売品目 (これまでは日曜雑貨と野菜)に加えて経営規模
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の拡大をめざした｡店舗改装は同年から行い冷凍機や冷凍ケースなどの設備充
実や,農協本所に精肉･塩干物のパックセンターも同時に設置するなど,大型
店同士の競争だけでなく,農協をも巻き込んだ競争が激化した｡
4.多様化する商業と競争の激化
(1)都市区画整備と商店街の振興
相次ぐ大型量販店の出店計画と競争の激化に対して,地元商店街は1977年12
月に表町のショッピング街に点灯式のアーケー ドを作った｡東西250m,総工
費4500万円 (うち市補助300万円)で作られたアーケー ドは富山,高岡に次 ぐ
アーケー ドとして評判になり,入善町からも視察がやってきた｡
1968年から開始された出町地区土地区画整理事業は,1977年まで192戸の建
物を移転,全体の62%が完了していた｡本町交差点付近など一部を残して,釈
前商店街から新富町まで幅員16m道路が300m続 く商店街が形成されようとし
ていた｡このうち連横式共同店舗には40軒の専門店が入居し,各商店の売上げ
も20%アップした｡一方,国道359号線沿いにある桜木町,川原町,西町,莱
広町は近代化が遅れ,道幅が狭く,加越能バスも1971年から新道沿いに路線変
更したままであった｡
1979年の市内消費者動向調査では,大型量販店で買物客が増えていることが
報告されている｡ 市街地で男物が43.6% (1976年 ;46.6%),大型量販店30.8%
(同20.5%)となっている｡ 市街地が苦戦している理由は,駐車場がない,商
品がそろっていないためである｡ これを1974年の市街地交通量調査と比較する
と歩行者が38%減少している｡土地区画整理事業中に調査が行われたことから,
交通規制など調査上の問題が多いとされているが,この年開かれたチューリッ
プフェアでは,会場は人並みでごった返していたのに対し,商店街は人影がま
ばらだった5｡新商店街の形成によって一時的に売り上げが伸びても,集客力
の長期低下傾向はなかなか歯止めのきかない状態となっていた｡
昭和56年度は,都市計画出町地区土地区画整理事業で,南北線 (都計街路 ･
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中神一五郎丸線)の開通を重点目標に整備を行い,事業費5億1000万円で本町
十字路 (幅員4-4.5mの改良)の改良工事に着手した｡これは南町から新富
町までの拡幅改良が中心で,年度内に南町から新富町まで両側に歩道 (2.5m)
付き幅員16mの道路をつくる計画だった｡
これが完成して三島町商店街一駅前商店街一新富町商店街を結ぶ街作りが完
了し,加能越バスも運行を再開した｡また国鉄砺波駅前広場の整備も6月に完
工した｡駐車場,噴水などの修景施設 (小公園),周辺道路の消雪施設などが
整備された｡修景施設として,市内在住の彫刻家永原広氏の乙女像のモニュメ
ント｢協力｣が建立された｡砺波ロータリー 寄贈の大時計も設置された｡また
駅裏には市営無料駐車場 (約60台設置)の敷地1500m2の整地も始まった｡これ
で1968年以来,13年かけて駅前,表町,本町,西町の12haを対象に行われて
きた市街地の街路拡張,駅前広場の整備,商店街の近代化などの都市機能整備
の進捗率は約67.4%に達した｡この間,移転物件308軒のうち256軒が移転し,
総事業費41億円のうち27億6350万円が投入された｡当初は完成を昭和55年度と
していたが,2度の石油危機で遅れ,事業費も31億4759万円から増額され,完
成年も昭和57年度に延長された｡
地元商店街は振興策として ｢市｣を復活させた (1978年)｡前述のように,
もともと当地は,慶安2年 (1649)に杉木新町が ｢町立て｣されて以来,月に
6回3と9の日に市がたっていた｡この六斎市は享保の頃 (1716-35)には姿
を消したが,これを復活させたのである｡ 1979年4月からはじめ,水曜日もは
じめた｡昭和53年度予算には公営市開設費20万円を計上し,これに協力するた
めに農協や商工会議所も同市農産物流通促進協議会を結成した｡庄川,井波な
ど近郊農民30人が出店し,野菜以外に花,果実,海産物も販売した｡12月末に
は商店街とタイアップした ｢歳の大市｣も開かれて,その後市民に年中行事と
して定着していった｡また砺波市は1980年に,駐車場が簡単に作れるように,
中小企業振興条例を一部改正して公共駐車場への補助率を引き上げた6｡
砺波市は,相次ぐ大型量販店対策として商店経営者の経営手法近代化に着手
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した｡1980年に商業近代化推進委員として10人を委嘱した｡これは,商業経営
者,後継者から経営能力に優れ,指導力を持つ10人を選んで市長が委嘱したも
のである｡同年,この委員会は第1回中間報告書 『砺波市商業近代化のビジョ
ン』をまとめた｡その内容は大型店との共存共栄をはかるために,市商業活動
連絡委員会 (大型店,商工会議所,商店会,ゴールデンスタンプ会などで構成)
をはじめ,婦人会や青年などの人材育成を強調した｡また毎日催し事をやる
"お祭り広場"を兼ねた駐車場設置や,チューリップフェアや夜高祭りなどの
観光行事と商店街を結びつけるアイディア商売などを提言した｡また出町地区
土地区画整備事業の早期完成も訴える内容だった｡
しかし大型量販店の進出と農協のスーパー化,また国道156号沿いでは中規
模小売店の立地が相次ぐなかで,中心商店街は消費者ニーズへの対応遅れと,
駐車場の不備などから売上が鈍化し,やがて純利益も減少するようになった｡
確かに商店街は連横式共同店舗,ア-ケ一､ド設置,BGMを流すなどの活性策
を講じてきたが,この頃になると廃業も目立ち,城端,福光など市外の人に店
舗をまかせるケースも目立つようになっていたからである7｡
1982年の砺波市商工会議所による消費動向調査によれば,前回 (1978年)よ
り市外への買物流出は5割増加したことが報告されている｡町部33.2% (前回
53年 ;44.6%),市内量販店31.8% (同30.8%),農協 ･農協スーパー5.3% (同
5.2%)という内訳となっている｡特に市外で買われているのは①呉服 ･反物,
②贈答品,③男子洋服,④アクセサリー,⑤レコード･楽器,などである｡中
心商店街の出町で,前回より減少しているのは①一般食品,②婦人服 ･子供服,
③男子洋服,④寝具,⑤食肉･鮮魚 ･野菜となった｡弄り用交通機関は,市内の
場合は自家用車が69.1%を占めている｡このため地元商店への改善要望は相変
わらず駐車場が最も多かった｡
(2)近郊商店街の変化と新商業地区の出現
このような大型量販店の相次ぐ進出や出町商店街の市街地整備と経済的地盤
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沈下の中で,近郊商店街は独自の取り組みと変化をとげつつあった｡
たとえば1925(大正14)年に発足した砺波市鷹栖地区の商工会では,物品販
売をする店舗20店が ｢サービス店会｣を組織し ｢現金売り｣に取り組んだり,
サービス券の発行や温泉招待,夏休みお楽しみ会など多彩な行事に取り組んで
いた｡しかもここは砺波市街地まで車で5-10分の場所にあり,近隣に砺波工
業高校の学生や,国道359号線などの通過客がもたらす需要が各店舗を支えて
きた｡ところが,農業の変化,中心地の大型量販店への顧客流出,国道359号
線の南側着工などによって現状維持が困難になりつつあった｡
砺波市般若商店街でも,般若商工会が71人を組織していたが｡1965年をピー
クに客が減少した｡以前は安川交差点を中心にバスが集結していたが,自家用
車の普及で次々と廃止となって寂れていったのが原因である｡
しかし新たなサービス業が立地して活性化していった地域もある｡ 砺波市油
田は,旧国鉄 (現JR)油田駅前に小さな店があったにすぎなかった｡しかし
1964年に市役所が国道脇の現在地 (栄町)に移転して町が形成されるようになっ
た｡池田商工会が結成されたのが1952年で,若鶴酒遺,富山松下電器も加入し
ている｡ ここでは法的規制を受けない500m2以下の中規模小売店の進出が相次
いでいる｡ .国道156号は1985年までに高岡市～砺波インター間の4車線化につ
いて一部を除きほぼ完了していた｡そしてオートバックス,富山靴流通センター,
となみブックセンターなどが,市役所横の栄町交差点北側に立地した｡このほ
かヴァローレや弁当屋,すし屋などもできて付近に空き地がほとんどなくなっ
た｡このうち ｢オートバックス｣は490m2の店舗に100台の駐車場を備えている｡
人口1人当りのバイク,自動車保有台数が0.92-0.82台 (三警察署管内ごと調
べ)と,全国でも最も多い地域であることに目をつけた立地だった｡その頃の
砺波商店会は市に中規模小売店規制をも求めるようになっていた｡
1988年にようやく砺波駅前の整備が完了した｡となみ駅前商店街振興組合は
天満宮通りの街路灯11基を設置 (市の助成300万円) し,これを記念して鍋ま
つりを開催した (3000人参加)｡ しかし,駐車場 (40台)を借りていた商店街
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東側の民有地630Ⅰ舶 i売りに出され,国の特定高度化資金を利用してこれを買
収するなど,商店街衰退に歯止めをかけるのがやっとだった｡
(3)新業態店舗の進出
1987(昭和62)年から外食産業やコンビニエンスストア (サークルK,ロー
ソン)など中規模店の進出が相次ぐようになった｡場所は156号線の鍋島地内
の市体育館から豊町交差点の約700mである｡この国道沿いは日本製麻富山工
場の東側で,いずれも市街地に住む商業者の郊外転出による経営で,建物は中
規模でも広い駐車場を備えていた｡
立地の理由は,砺波インターに近く,日本製麻を母体とするニチマグループ
が遊休倉庫を活用してスパゲティハウスを開店したことが大きい｡1988年には
インター南側にゴルフ練習場もオープンするなどレジャー産業へ乗りだし,さ
らにホテル建設計画もでるなど,この地域の魅力が増したからである｡
また1987年からビデオレンタル店も郊外へ進出するようになった｡これまで
は市内中央町にあったが, 6月に表町に出店があり幸町にもビデオやCDレン
タルを行う店が開店し,計5店舗が立地した｡そのあおりで中央町の小規模店
は閉店に追い込まれた｡
(4)大型量販店の新増設ラッシュ
このような,中心市街地の変化の中で,同市の商業近代化推進委員の委嘱を
受け,1987(昭和62)年から同市の商業実態や現状を研究してきた若手8人が,
発起人となって大型ショッピングセンターの設立が表明され,となみショッピ
ングセンター設立準備会が立ち上がった｡
1989年にこの設立準備会と日本製麻が,旧日本製麻富山工場跡地で と`なみ
ショッピングセンター'のキーテナントとしてユニーを誘致することを発表し
た｡コミュニティー性の高い複合型商業ゾーンを目指し総面積3万1680m2,秩
筋コンクリー ト3階建て,延べ3万m2の建物を計画していた｡店舗は2万m2
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(大店法3条面積)で,営業面横は準備会店舗が8127m2,ユニーが1万3440m2,
1千台の駐車スペースを持つ計画だった｡このほか隣接地に日本製麻の直営ホ
テル,物産展示館,植物園,飲食,レストラン,プールやアスレチックジムな
ど6棟の建物が計画されていた｡しかし,話し合いがつかず立ち消えとなり,
サティ食品館 (1996年)に出店社が変更された｡
また1989年にはジャスコ砺波店が,隣接地に移転し規模を3倍にすると発表
した｡ジャスコ砺波店と北日本開発が,現在のジャスコ砺波店の約200m西よ
りの県道砺波小矢部線と西回りバイパス交差点脇に移転して,大規模な複合型
ショッピングセンター と`なみコスモタウン21'を1991年4月までに建設する
計画だった｡店舗面積は現ジャスコ砺波店の3倍の1万5500m2を予定していた｡
ここに地元商業者70店も進出する計画だった｡地元の若手商業者も大型施設建
設を模索しており,それを砺波商工会議所が側面支援するかたちで,地元商業
者で新設された北日本開発とジャスコ砺波店の両社で大型店を共同開発するも
のだった｡
1990年に,となみショッピングセンターと,となみコスモタウン21の出店計
画が名古屋の中部通産局に受理された｡この計画は同年5月30日の大店法運用
緩和の通達と同時に受理が決定されたものである｡ この法律によって出店抑制
地域が事実上緩和された｡これは出店表明が受理されると4ヶ月以内に地元に
対する事前説明会が行われ,反対があっても2ヶ月の延長の後,自動的に事前
商調協 (商業者5人,消費者5人,学識経験者5人 ;商業活動調整協議会)に
かけられる｡ 8ヶ月以内で結審が区切られており,通産局からゴーサインが出
ると2ヶ月以内に商調協が本格的な結審を終え,出店表明1年半後には法的な
ハー ドルがすべてなくなり着工が可能となる｡
この流れにそって1991年には,砺波商工会議所の商調協は第7回商調協を開
き,昨年11月から審議してきた砺波市に出店を計画する2つの大型店の売場面
積について結審した｡その結果,両店とも大幅に売場面積が制限されることになっ
た｡となみショッピングセンターは2万m2を8500Ⅰ剖こ,となみコスモタウン21は
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申請の売場面積 1万5460m2を1万m2に制限された｡同協議会は結審の結果を同
会議所に答申,同会議所を通じて中部通産局と出店者に通知した｡その結審内
容に従って両大型店は申請を行って開店にこぎつけた｡
1991年にはカーマ砺波店が増床を表明した｡同社は1987年にオスカー砺波店
としてオープンしたが,1990年4月にオスカーとカーマの合併により社名を変
更していた｡新しい企画商品のディスプレイスペースを確保するために893m2
の増床を計画していた｡倉庫の一部を売場に改装し,倉庫機能は小矢部市平桜
で建設中の流通センターに移す計画を持っていた｡またAコープも1994年に,
統合店を宮沢町に建設した｡名称は ｢ネスパ｣で,地元農産品の直売コーナー
を売り物としていた｡これは市内JA17支所にあった店舗のうち,3店舗だけ
を残して売り場を集約することで大型量販店に対抗しようとしたためだった｡
(5)大店法改正後の地元の取組み
1991(平成3)年,砺波商工会議所会館が砺波市永福町に完成した｡1977年
に都市計画で現在の表町のビルに移っていたが,インテリア関係の会社が入っ
ていた建物で使い勝手が悪く駐車場も狭かった｡新築の建物は, 1階はロビー
と同商工会議所事務室, 2階は多目的ホールや会議室,3階は砺波法人会,と
なみセントラルライオンズクラブ,砺波ロータリークラブ,となみ青年会議所
など各種団体の事務所,4階は会頭室や会議室になっている｡ 総事業費は5億
6400万円で,自己資金1億 2千万円,現在地の売却代金や,県や市の補助金を
あてた｡
また同年,砺波市商店街連盟が市内全商工会と商店会16団体が加盟して発足
した｡会員は約500人で共同売り出しと宣伝,他都市への商店経営の視察,チュー
リップフェア,夢まつりといったイベントへの協力を目的としている｡ このほ
か1992年には国の商業基盤制度を利用してチューリップの形をした街灯も設置
された｡
しかし,この時期は大店法が施行され,地元商店街はすでに大型量販店に対
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抗する手段が失われていた｡元気のいい経営者も近隣に流出し,中規模小売店
やコンビニなどの新業態産業も郊外に進出するようになると,いかに都市整備
が進もうが次第に商店街の活気が失われていくようになった｡
平成13年 (2001)現在,中心商店街の顧客は総合病院に通う患者,医者,香
護婦,事務職員等 (約1000人/日)と郵便局 ･銀行 (1000-1200人/日)のう
ちの1-2割程度が対象になっているに過ぎないといわれている｡また高齢化
も進み市街地の停滞も顕著になってきた｡食料品店や八百屋がなくなり,魚屋
は1軒のみとなっている｡ そして商店街に接するかのようにドラッグフジィ,
アオキ (3店),オオミヤなどが進出するようになった｡
(6)大型量販店の解散 ･撤退と新規出店
1995年 (平成7)年に,となみプラザが解散した｡大型店の出店によるテナ
ントの撤退や売り上げ減少で厳しい経営環境にあったことが原因だった｡組合
員数は22名で,1991年の32億円をピークに年々売上げは減少して,1994年には
23億7500万円まで落ち込んでいた｡さらに前年8月末から今年にかけて,衣料
と食品のキーテナント2店をはじめ,テナントの半数近くが閉店していた｡そ
のため残りの14店舗では運営費をまかなえなくなっていた｡解散に向けた作業
は理事長経験者6人による組合清算委員会で決め,臨時総会を開き解散を正式
決定した｡
1996年にはサティ食品館 (となみ野 ミルズサティ:店舗面積3277m2)がオー
プンした｡場所は日本製麻工場跡地で大型食品専門店をはじめ専門店街からな
る鉄骨平屋建て延べ4290m2で,駐車場は屋上部分の170台分を含めて400台分を
確保していた｡このほか多目的ホール ｢ニチマ倶楽部ザ ･ホール｣も隣りにオー
プンした｡しかし,おりからの不況と全国的なスーパー間の競争激化から,砺
波サティ食品館は2001年5月に閉鎖した｡
1997年,ユニー (後にアピタに改名)が砺波市太郎丸に店舗面積2万1000m2
で進出した｡ここはとなみ中央自動車学校の跡地を中心に,鉄骨2階建てで,
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衣料,住宅関連,日用雑貨,食料品,贈答品などを扱っている｡ 屋上と周辺を
あわせて1300台分の駐車場がある｡ これは当時県内最大だった高岡サティに次
ぐ規模だった｡2001年にはスーパーセンターシマヤ砺波店 (7555m2)なども進
出している｡
5.おわりに
以上のように,砺波市の商業は戦後復興期における商店街の形成と商圏拡大
が短期間で終了するとともに,外部資本の侵入に対抗するための地場資本のと
なみプラザ設立と老舗の倒産という経路をたどってきた｡それが決定的になっ
たのは1991年の大店法改正であった｡これにより既存商店街は外部資本に対す
る対抗手段を失い,①内部ではそれを積極的に利用して自らも生き残りを図る
若手中心のグループと,②自己資本に多少の余裕を持つものは近隣郊外にコン
ビニなど新業態店舗を構えるグループ,③資金的余力を持たずにとどまってい
るグループに分かれた｡③のグループは高齢化して店をたたむものもいれば,
固定客をつかんで新たな商機を生かしている店もある｡
一方で大店法改正は,大型量販店同士の競争を激化させた｡地場資本のとな
みプラザや,不況と全国レベルの競争に敗れたサティ食品館などの撤退が起き
た｡この商店街の衰退と大型店同士の競争激化の間隙をぬうかたちで,中規模
小売店が専門店を武器に,あるいはコンビニなど新業態店舗が24時間営業で,
限られた商圏市場の中で業績を伸ばしている｡ こうして砺波市の商業は,周辺
部も含めた既存商店街の衰退とそれに隣接する中規模小売店の進出,そして郊
外における大中型量販店の進出と撤退,それにコンビニなどの進出による競争
が激化しているといえる｡
結果的に商店数の減少が中心商店街の衰退によって主導され,従業員数の拡
大がそれ以外の業態によって主導されていることがわかった｡年間商品販売額
は大きくは不況に左右されながらも,飽和気味の市場競争を通じて減少していっ
たと考えられる｡ 今後の砺波市の商業はこのような構図の中で推移していくこ
とになると考える｡
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1 初代理事長には故稲垣武太郎 (稲垣呉服店代表),二代目理事長故鈴木次助 (鈴木薬局代
表),三代目理事長故渋谷金吾 (五島書店代表),四代目理事長山崎喜作 (山崎屋代衰),Ji二
代目理事長故大沢豊,第六代理事長五島春悦 (五春代表),第七代理事長故渡辺衛 (文七代
表),第八代埋草長小竹三郎 (ヤギヤ代表),第九代理事長鈴見友一 (北日本観光代表),節
十代理事長大村武 (大村時計店代表),第十一代理事長塚田昭四 (ツカサク代表),第十二代
埋草長戸田信之 (戸出屋代表)に至っている｡
2 浅野幸雄監修 F砺波-郷土の地理と歴史EJ砺波市教育委員会19620
3 同前改訂版1970｡
4 ｢富山新聞｣昭和52年4月30日付け｡
5 チューリップフェアにあわせて,商店街で子供歌舞伎を行っても見物客は町内関係者だけ
だったことが報告されている (｢富山新聞｣昭和54年5月6日付け)0
6 設置費が500万円未満の場合は25%補助,500万円以上の場合は20%の補助をした｡また補
助限度額を300万円から500万円に引き上げた｡駐車場両横300m2以上か普通車20台以上収容
のものにしか補助金を出していなかったものを,ほOm2以上か普通車10台以上にも補助金を
出すようにもした｡共同店舗でも5人以上が共同で駐車場の建設をする場合は,外装を同一
とすることを義務づけていたが条例からはずた｡
7 1980(昭和55)年に行われた商店街総合診断では中火町 (県内1ヶ所)が選ばれたO診断
には県の経営指導部,中小企業振興事業臥 市,商工会議所など20人が参加して行った｡こ
の勧告会が,同年12月に市役所で開かれた.プロジェクトチーム,中火商店街関係者ら50人
が出席し売上げ3倍増が可能と診断した｡その方策は(D最寄り品と買い阿品を混在させた商
店街にする,②街区施設を整備し活性化する,③となみプラザとの顧客の流動化をはかると
した｡その具体的改造プランとして①大#_駐車場の設鼠 セットバックの導入,②生鮮三食
品を中心とした食品市場の開設,③個別店舗の改装推進などをあげた｡
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